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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況が続いているが、持ち直しの動

きがみられる。生産活動は持ち直しの動きがみられる。需要面をみると、個人消費は、一部

に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、横ばい圏の動きとなってい

る。設備投資は、減少している。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、横ばい圏の

動きとなっている。観光は、来道者数の減少のほか、外国人入国者数が前年を大幅に下回り

厳しい状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率が前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、３か月連続で

件数・負債総額ともに前年を下回った。消費者物価は、前年を下回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～３か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～４か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を２．９ポイン

ト上回る２９．６と３か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を３か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を１０．４ポイント上回る４３．０となった。

※季節調整値の改定に伴い、DI値は変更さ

れています。

１２月の鉱工業生産指数は８６．４（季節調整済

指数、前月比＋２．４％）と４か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では▲３．８％と１５か

月連続で低下した。

業種別では、鉄鋼業など８業種が前月比上

昇となった。金属製品工業など７業種が前月

比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者数～２か月連続で減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１２月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲４．０％）は、２か月連続で前年

を下回った。

百貨店（前年比▲２３．９％）は、全ての品目

が前年を下回った。スーパー（同＋１．４％）

は、飲食料品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲３．３％）

は、３か月連続で前年を下回った。

１２月の乗用車新車登録台数は、１０，４９２台

（前年比＋７．３％）と３か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋５．９％）、

小型車（同▲２．７％）、軽乗用車（同＋２０．７％）

となった。

４～１２月累計では、１１０，３９７台（前年比

▲１２．６％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１５．２％）、小型車（同▲１４．２％）、

軽乗用車（同▲８．１％）となった。

１２月の札幌ドームへの来場者数は、２３千人

（前年比▲７２．３％）と２か月連続で前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球の開催はな

く、サッカー９千人（同▲６６．３％）、その他

が１４千人（同▲７５．１％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～５か月ぶりに減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～５か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月ぶりに減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１２月の住宅着工戸数は２，３２２戸（前年比

▲４．４％）と５か月ぶりに前年を下回った。

利用関係別では、持家（同＋５．７％）、貸家

（同▲１５．４％）、給与（同＋１６．７％）、分譲

（同＋１２．４％）となった。

４～１２月累計では２６，００７戸（前年比

▲４．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲７．４％）、貸家（同▲３．２％）、

給与（同▲８．３％）、分譲（同＋０．９％）と

なった。

１２月の民間非居住用建築物着工床面積は、

７６，７５８㎡（前年比＋３０．２％）と５か月ぶりに

前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲７３．９％）、非製造業（同＋４７．８％）であっ

た。

４～１２月累計では、１，５２３，１２１㎡（前年比

＋３．２％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２９．２％）、非製造業（同

＋７．５％）となった。

１月の公共工事請負金額は９１億円（前年比

▲１３．４％）と２か月ぶりに前年を下回った。

発注者別では、国（同＋１０３．２％）、市町村

（同＋２．７％）が前年を上回った。独立行政法

人（同▲４８．１％）、道（同▲４０．５％）、地方公

社（同皆減）、その他（同▲７８．２％）が前年

を下回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年３月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１１か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１５か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１７か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１２月の国内輸送機関利用による来道者数

は、４１５千人（前年比▲６１．３％）と１１か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲６４．０％）、JR（同▲６１．２％）、フェ

リー（同▲１６．４％）となった。

４～１２月累計では、３，７８２千人（同

▲６５．５％）と前年を下回っている。

前月比では、新型コロナウイルスの再拡大

を受け、２か月連続で減少した。

１２月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、７人（前年比▲１００％）と１５か月連続で

前年を下回った。

１２月の貿易額は、輸出が前年比▲１８．５％の

２１９億円、輸入が同▲２８．４％の８３０億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、自動車の部分品、石油製品

などが減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、石油製品など

が減少した。

輸出は、４～１２月累計では１，６１８億円（前

年比▲３０．０％）と前年を下回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに３か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９９倍（前年比▲０．２９ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比▲５．７％と１２か月連

続で前年を下回った。業種別では、情報通信

業（同＋４５．４％）、建設業（同＋１０．３％）な

どが前年を上回った。運輸業・郵便業（同

▲２９．６％）、宿泊業・飲食サービス業（同

▲９．４％）などが前年を下回った。

１月の企業倒産は、件数が７件（前年比

▲６６．７％）、負債総額が６億円（同▲８９．２％）

だった。件数・負債総額ともに３か月連続で

前年を下回った。

業種別ではサービス・他が３件、製造業、

卸売業、不動産業、運輸業が各１件となっ

た。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１件

であった。

１２月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．４（前月比＋０．２％）となっ

た。前年比は▲１．２％と、前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、１２月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（１２月１０日）時点の前月比で、

灯油価格は変わらず、ガソリン価格は値上が

りした。

道内経済の動き
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
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2008年9月
リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2019年10月
消費税率引き上げ2011年3月

東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

2020年1月
新型コロナウイルス

感染症拡大

１．２０２１年 業況見通し
２０２０年業況実績（下記３）に比べ、売
上DI（△２４）は１８ポイント、利益DI
（△１９）は１２ポイント上昇の見通し。製
造業・非製造業ともに業況持ち直しが見
込まれるが、新型コロナウイルス感染症
拡大（以下「コロナ禍」）以前の水準に
までは至らず、厳しさが続く見通しとな
った。幅広い業種で業況の持ち直しを見
込む一方、建設業の業況は後退が見込ま
れている。

２．先行きの懸念材料（複数回答）
「新型コロナウイルスの影響」（８５％）
とした企業が最も多かった。以下、「個
人消費の動向（５２％）」、「公共投資の動
向」（４１％）の順となった。

３．２０２０年 業況実績
２０１９年実績に比べ、売上DI（△４２）
は３９ポイント低下、利益DI（△３１）は
２１ポイント低下した。建設業は堅調な推
移となったものの、その他の業種につい
ては、コロナ禍の影響により大幅に業況
が悪化した。

項 目 ２００７ ２００８ ２００９ ２０１０ ２０１１ ２０１２ ２０１３ ２０１４ ２０１５ ２０１６ ２０１７ ２０１８ ２０１９ ２０２０ ２０２１
見通し

売上DI ▲２１ ▲２４ ▲３６ ▲２０ ▲７ ４ ２３ ▲１１ ▲１３ ▲４ ９ ▲６ ▲３ ▲４２ ▲２４
利益DI ▲２８ ▲３５ ▲１８ ▲１９ ▲１３ ０ １３ ▲１６ ▲４ ▲１ ▲１ ▲１６ ▲１０ ▲３１ ▲１９

特別調査
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＜図表２＞２０２１年見通し・業種別の要点

要 点（２０２１年見通し）
２０１７年２０１８年２０１９年 ２０２０年 ２０２１年

実績 実績 実績 実績 年初
見通し 見通し

全産業 製造業、非製造業ともに概ね業況持ち直しが見込まれるが、
コロナ禍以前の水準までは至らず、厳しさは続く見通し。

売上ＤＩ ９ △６ △３ △４２ △１１ △２４
利益ＤＩ △１ △１６ △１０ △３１ △１２ △１９

製造業 各業種とも業況持ち直しの見通
し。

売上ＤＩ ０ △１５ △５ △４９ ３ △２０
利益ＤＩ △８ △２０ △７ △４０ △１ △２１

食料品 幅広い業種で業況改善の見通し。
売上ＤＩ △１７ △８ △３ △７０ ２１ ０
利益ＤＩ △２６ △８ ５ △３８ １６ △８

木材・木製品 木製品製造業を中心に持ち直しの
見通し。

売上ＤＩ ６ △６ ３７ △６１ ５ △３９
利益ＤＩ △６ △３５ ２８ △６７ ０ △４４

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼、金属製品は業況後退の見通
し。機械は改善の見通し。

売上ＤＩ ３ △１２ △９ △２６ ０ △２１
利益ＤＩ △３ △９ △１１ △３３ ０ △１８

非製造業 建設業は業況後退の見通し。その他
業種は概ね持ち直しが見込まれる。

売上ＤＩ １４ △２ △３ △４０ △１７ △２５
利益ＤＩ ２ △１５ △１１ △２７ △１６ △１７

建設業 民間工事、公共工事ともに業況後
退の見通し。

売上ＤＩ １９ １ ６ ４ △２１ △５０
利益ＤＩ １５ △２１ △１３ △３ △２２ △４４

卸売業 機械卸は横ばい圏で推移。食品卸、資
材卸、その他卸は持ち直しの見通し。

売上ＤＩ １８ △９ △４ △５８ △１７ △２１
利益ＤＩ ５ △２ △１５ △３２ △１７ △１０

小売業 大型店、食品小売は横ばい圏で推移。
その他業種は持ち直しの見通し。

売上ＤＩ １９ ２４ △１６ △５５ △１９ △１１
利益ＤＩ ０ ７ △１６ △２１ △１８ △４

運輸業 貨物は横ばい圏で推移。旅客は持
ち直しに転ずる見通し。

売上ＤＩ △１２ △３３ １４ △６３ ０ △２５
利益ＤＩ △３７ △４４ ０ △３８ ０ △８

ホテル・旅館業 業況持ち直しに転ずる見通し。
売上ＤＩ ２０ △３１ △３８ △１００ △１９ ０
利益ＤＩ ３３ △３８ △３８ △１００ △１９ ０

特別調査
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品製造業

鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表５＞利　益 

＜図表４＞売　上 
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ホテル・旅館業 

そ　の　他 

鉄鋼・金属・機械 
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＜図表６＞資金繰り

2020年実績（n=363） 2021年見通し（n=359）
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＜図表７＞短期借入金の難易感

2020年実績（n=360） 2021年見通し（n=358）
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非 製 造 業

＜図表８＞在 庫

2020年実績（n=341） 2021年見通し（n=337）

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

＜図表９＞雇用人員

2020年実績（n=362） 2021年見通し（n=362）
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＜図表１１＞道内景気判断 

＜図表１０＞設備投資 
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＜図表１１＞道内景気
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０２１年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０２０年１１月下旬～１２月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（６９％） △６ 製造業（６７％）、非製造業（６９％）ともに１位。建設業（８４％）が高
水準。ホテル・旅館業（４０％）が△２９ポイントと大幅低下となった。

�顧客ニーズの的確な把握
（６１％） ＋８ 製造業（５６％）、非製造業（６３％）でともに２位。ホテル・旅館業

（６０％）が△２８ポイントの大幅低下となった。

�営業方法の見直し（３０％） ±０ ホテル・旅館業（４０％）で２１ポイント、小売業（３６％）で１３ポイント
上昇。

�同業他社の商品、サービス
との差別化（２９％） ＋３ ホテル・旅館業（４７％）で３位。食料品製造業（３９％）で１５ポイント

上昇。
�新商品（サービス）の開発
（２７％） ＋４ 製造業（４４％）で３位。１４ポイントの上昇がみられた食料品製造業

（６４％）や、木材・木製品（５０％）でウェイトが高い。

＜図表１３＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点
�新型コロナウイルスの影響
※（８５％） － 全業種で１位かつ全業種で回答の７０％を超えるなど、最大の懸念材料

となっている。

�個人消費の動向（５２％） ＋６ 食料品製造業（８４％）、小売業（８３％）などで警戒感が強い。

�公共投資の動向（４１％） △３ 建設業（８０％）が高水準。

�雇用の動向（３７％） △７ ホテル・旅館業（５６％）を除く全業種で前年下回り。運輸業（２１％）
で△３６ポイントと大幅低下。

�原油価格の動向（３５％） △７ 原油安を受け低下。運輸業（８３％）では動向を注視。

※は前年未調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６９ １００．０％
札幌市 １４２ ３８．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７５ ２０．３
道 南 ３６ ９．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６１ １６．５ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３６９ ５３．９％
製 造 業 １９３ １１１ ５７．５
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １８ ５８．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９２ ２５８ ５２．４
建 設 業 １３９ ７０ ５０．４
卸 売 業 １０１ ６２ ６１．４
小 売 業 ８７ ４７ ５４．０
運 輸 業 ５１ ２５ ４９．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １６ ４５．７
その他の非製造業 ７９ ３８ ４８．１

業種別回答状況

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
① ① ② ① ① ① ① ① ① ② ① ①
６９ ６７ ６１ ５６ ８２ ６０ ６９ ８４ ７３ ５７ ６３ ４０ ６８
（７５）（７１）（６６）（５３）（８０）（８０）（７６）（８５）（７４）（６５）（７７）（６９）（７６）

�顧客ニーズの的確な把握
② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ② ① ①
６１ ５６ ６１ ５０ ５６ ５０ ６３ ５７ ６３ ７０ ５８ ６０ ６８
（５３）（５０）（６３）（４７）（４０）（４５）（５４）（４１）（６４）（５８）（５５）（８８）（５４）

�営業方法の見直し
③ ③ ③ ③
３０ ３３ ３９ ２８ ２７ ４０ ２９ ２５ ３１ ３６ １７ ４０ ２７
（３０）（３３）（３２）（３２）（２９）（４５）（２８）（２９）（３８）（２３）（２３）（１９）（２４）

�同業他社の商品、サービ
スとの差別化

④ ③ ③ ③
２９ ３２ ３９ ３９ ２１ ３０ ２７ １９ ３４ ３０ ８ ４７ ３２
（２６）（２４）（２４）（３２）（２０）（２５）（２６）（１６）（３６）（３０）（２７）（３８）（２７）

�新商品（サービス）の開
発

⑤ ③ ① ② ③
２７ ４４ ６４ ５０ ２９ ２５ ２０ ４ ３１ ２１ ８ ３３ ３０
（２３）（３７）（５０）（４７）（２６）（２０）（１７）（４）（３０）（２６）（５）（３１）（１７）

�IT（ホームページ等）の
活用

③ ①
２４ １８ １７ ２８ ９ ２５ ２７ ２６ ２４ ２８ １７ ６０ ２７
（１９）（１０）（８）（２１）（６）（１０）（２３）（２０）（１９）（２６）（９）（４４）（２９）

�価格体系の見直し
③ ③

１８ １８ １７ １７ ６ ４０ １９ １２ １９ １５ ２９ ３３ ２２
（２２）（２１）（２１）（３２）（１７）（２０）（２２）（８）（３０）（２１）（５０）（３８）（２２）

	他社との業務提携 １４ １４ １１ ２８ ９ １５ １３ １３ １５ １１ １７ ７ １６
（１３）（１３）（１１）（２１）（９）（２０）（１３）（１７）（８）（１２）（１８）（－）（１７）


新たな事業への参入 １２ １０ ８ １１ １２ １０ １３ １２ １３ １３ ８ １３ １６
（１２）（８）（５）（１６）（９）（５）（１３）（９）（１５）（２１）（９）（－）（１７）

�その他 １ １ ３ ０ ０ ０ １ １ ０ ０ ４ ０ ３
（２）（－）（－）（－）（－）（－）（３）（１）（６）（２）（－）（６）（２）

＜図表１４＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（n＝３６２） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

特別調査
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答）
（n＝３６４） （単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�新型コロナウイルスの影
響※

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
８５ ８５ ９０ ７８ ７９ ９０ ８５ ８６ ８４ ８５ ８３ ９４ ８２

�個人消費の動向
② ② ② ③ ② ② ② ② ③ ② ②
５２ ５４ ８４ ６１ １８ ５０ ５２ ２９ ６１ ８３ ３８ ６９ ４２
（４６）（４６）（７６）（４２）（２０）（３８）（４６）（１８）（５０）（８２）（５７）（８８）（４１）

�公共投資の動向
③ ③ ② ② ③ ② ③
４１ ３６ ０ ５０ ５９ ５０ ４３ ８０ ４１ ２０ ２９ ０ ３７
（４４）（３８）（－）（４２）（７１）（４８）（４６）（７４）（３１）（２３）（４３）（６）（５０）

�雇用の動向
④ ③ ③ ②
３７ ３５ ５０ ２２ ２９ ２５ ３８ ４２ ３０ ４１ ２１ ５６ ４２
（４４）（４０）（５５）（３２）（３４）（２９）（４５）（４８）（３３）（４８）（５７）（５０）（４６）

�原油価格の動向
⑤ ③ ①
３５ ３３ ３７ ２２ ３２ ３５ ３６ ２９ ２５ ４８ ８３ ２５ ２９
（４２）（４３）（４２）（３７）（３７）（６２）（４１）（３２）（３５）（４８）（７６）（４４）（４１）

�民間設備投資の動向
② ③

２８ ２４ ０ １７ ５９ １５ ２９ ５２ ３６ ９ ２１ ０ １８
（３１）（２７）（－）（２６）（５７）（２４）（３３）（５４）（３７）（１４）（３３）（６）（１６）

�物価の動向 ２７ ２７ ４２ ２２ ２１ １５ ２６ ３０ ３６ ２８ ８ １３ １８
（２７）（３２）（４０）（１１）（２９）（４３）（２４）（２０）（２９）（２７）（２４）（３１）（２３）

	金融機関の融資姿勢 ２１ ２４ ３４ １７ １８ ２０ ２１ ２２ ２８ １５ ８ ２５ １８
（１６）（２３）（２１）（３７）（２０）（１９）（１３）（１４）（１５）（１４）（５）（１３）（１１）


台風などの災害の影響 ２０ １８ ２４ ２２ ９ ２０ ２１ ２５ ２８ １５ １３ １９ １６
（３６）（３６）（４５）（３２）（２９）（３８）（３６）（３１）（３１）（２７）（４３）（８１）（３９）

�住宅着工の動向
②

１９ １７ ０ ７２ ６ ２０ ２０ ２６ ３１ ９ ２１ ０ １１
（１６）（１３）（－）（５８）（９）（５）（１７）（２０）（２９）（１１）（１４）（－）（１１）

�社会保障負担の増加 １７ １９ ２６ １７ １５ １５ １６ １６ １３ １７ １７ １３ １８
（１９）（１９）（２６）（２１）（１７）（５）（１９）（２０）（１７）（２３）（１９）（１３）（１８）

�政局の動向 １７ １７ ５ ２２ ２４ ２５ １７ ２８ １２ ９ １７ １３ １６
（１５）（１２）（１１）（１１）（１４）（１０）（１６）（２８）（１４）（７）（５）（１９）（９）


為替の動向 １５ ２４ ２９ ２８ ２１ １５ １１ ９ １３ ２０ ８ ６ ３
（１６）（２３）（２９）（２１）（１７）（２４）（１３）（５）（２３）（２５）（１４）（１３）（５）

�中国経済の動向 １４ ２６ ２６ ２８ ２４ ２５ ９ １ ８ ９ ８ ２５ １８
（１４）（１９）（２９）（１６）（９）（１９）（１３）（５）（１９）（１６）（１４）（２５）（１１）

�税制改正の動向 １４ １５ １８ １１ ９ ２０ １３ １７ ８ １７ ８ ６ １６
（９）（９）（１１）（１１）（６）（１０）（９）（６）（４）（１４）（１４）（１３）（１４）

�電気料金の動向 １３ ２２ ２９ ６ ２４ ２０ ９ ９ ８ ７ ４ １９ １６
（２２）（３４）（３２）（２６）（３１）（４８）（１７）（１７）（１７）（１１）（１０）（４４）（１６）

�金利の動向 １２ ９ １３ ６ ９ ５ １３ １５ １８ １７ ８ ０ ８
（１４）（１７）（１８）（１６）（１４）（１９）（１３）（１１）（１５）（１４）（１０）（６）（２１）

�米政権の政策運営の動向
※

１０ １１ ３ ２２ １５ １０ ９ ６ １０ １３ ８ ６ １１

�国と地方の財政改革の動
向

９ １１ ３ １７ １８ １０ ８ １７ ２ ２ ４ １３ １１
（１１）（１４）（１１）（２６）（６）（２４）（１０）（１９）（－）（５）（５）（６）（１４）

�欧米経済の動向 ９ １６ １３ ２２ ２１ １０ ６ ３ ８ ７ ４ １３ ８
（６）（１１）（１３）（２１）（９）（－）（４）（４）（４）（５）（－）（６）（７）

�規制緩和の動向 ７ ６ ５ ０ ９ １０ ８ ７ ８ １１ １３ ０ ５
（７）（８）（３）（１１）（１１）（１０）（７）（８）（－）（５）（２４）（６）（７）

�米中貿易摩擦の影響 ６ １４ １３ １７ １５ １０ ３ ０ ７ ２ ４ ０ ５
（１１）（１４）（１３）（１１）（１７）（１４）（９）（２）（２１）（９）（５）（６）（１１）

�日韓関係の悪化の影響 ３ ３ ０ ６ ３ ５ ４ １ ７ ２ ４ １３ ０
（１２）（１７）（２９）（１６）（６）（１４）（１０）（－）（１２）（９）（５）（５６）（１１）

�TPP（環太平洋経済連携
協定）の影響

３ ７ ８ １１ ６ ５ ２ ０ ７ ０ ０ ０ ０
（６）（１１）（１３）（１１）（９）（１０）（５）（－）（８）（７）（１０）（６）（５）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年未調査

特別調査

― １４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

ｏ．２９６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００６～０１４　特別調査  2021.02.08 15.18.49  Page 14 



今回の調査では、道内企業の年間業況は持ち直しを見込むものの、厳しさは続く見通しと

なりました。新型コロナウイルス感染症の動向が最大の懸念材料となっており、先行きを不

安視する声が多く聞かれました。新型コロナウイルスの収束動向が見通せない中、企業維持

のため不採算部門の整理や既存事業の見直し、経費削減の実施といった声も多く聞かれまし

た。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

１．製造業

＜食料品製造業＞ コロナ感染が収束し、オ

リンピック開催などで需要が高まることを期

待しつつ、コロナ感染が収束しない場合も想

定しながら次の対策を考え経営を行う。不採

算部門の整理・好調な部門の拡大を行う予定

である。（道南）

＜食料品製造業＞ 一部製品は学校給食（全

国）向けに納入しているため、コロナ禍の影

響を大きく受ける可能性がある。一方、収益

性の高い健康食品は、免疫力の観点から、今

後一定の売上伸長が考えられる。事業分野ご

とに期待とリスクがあり、見通しを立てるの

は困難だが、コロナ禍が現状程度であれば、

緩やかな業績伸長が見込めると考えている。

（道央［きのこ］）

＜食料品製造業＞ 不況によるデフレで価格

競争が激しくなり、収益が圧迫される懸念が

ある。生産性向上と自社製品の付加価値向上

が急務である。（道央［豆腐・油揚げ］）

＜飲料品製造業＞ 飲料業界は春～夏場にか

けての気温が売り上げに大きく影響する。こ

こ数年は７月が冷夏となっており、来年も同

様になると思われる。繁忙期（７月～９月）

での製造数の大幅な増産は設備の能力に限界

があるため、製造効率を高めることにより対

応する。（道央）

＜製菓業＞ 個人消費の回復を重視。インバ

ウンドの大幅減少の影響が、どこまで広がる

か懸念している。（札幌［洋菓子製造］）

＜木製品製造業＞ 新型コロナウイルスの動

向によって景況は変わると思うので、設備や

人員体制などを整え、原料となる原木動向を

注視しながら、製品づくりも偏ることなく幅

広い顧客に対応できる生産体制を心掛けた

い。（道北［一般建築材・梱包材製造］）

＜木製品製造業＞ コロナが終息またはワク

チンの安定供給などがなければ、元の経済へ

の回復は難しいと考える。回復が感じられる

までにはもう少し時間がかかると予測してい

る。コロナも影響して「働き方改革」に大き

な動きがみられる。営業やサービスも、非接

触型などこれまでにはない方法を検討しなけ

ればならず、時間もコストもかかることが予

想される。（道北［家具製造］）

経営のポイント

新型コロナウイルス感染症の動向が最大の懸念材料
〈企業の生の声〉
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２．建設業

＜製材業＞ コロナの影響によって民間関係

の仕事が極端に減っているため、いくら公共

事業が多く発注されても、当社全体の売上へ

の影響は避けられないと思う。国は公共事業

を減らさないとは言っているが、これだけコ

ロナ対策で税金を使っているのに、どこから

資金が出てくるのか不安でもある。（道央［合

板製造］）

＜金属製品製造業＞ ２０２０年は前年から決

まっていた仕事があり落ち込みは少なかった

が、２０２１年はコロナ禍が問題となる。本道は

観光経済が上向かなければピンチになるだろ

う。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 現状では、２０２１年度の

見通しも悲観的ではない。２０２０年度も自社の

ホームページを活用し、本州企業３社と取引

を開始した。今後もPR活動を続けていく予

定。（道北［金属加工］）

＜金属製品製造業＞ 今年度は、新型コロナ

ウイルスの業績への直接的影響はなかった。

しかし、新型コロナウイルスの収束が長期化

した場合、公共事業の予算がどうなるのかと

いう不安がある。（道北［型枠製造］）

＜機械器具製造業＞ 運送業界の動向によ

り、運送車両の増車・入替サイクルが変動す

るため、運送業界の動向は弊社受注に大きく

影響する。（札幌［自動車部品製造］）

＜コンクリート製品製造業＞ コロナの影響

で公共工事が計画通り順調に発注にされる

か、とても不安である。（道北）

＜容器製造業＞ 当社業績は、中国からのイ

ンバウンド増の恩恵を受けていたので、今後

もその需要が停滞したままだと厳しい経営環

境が続くと思われる。（札幌［食品容器製

造］）

＜印刷業＞ コロナ禍による各種イベントの

自粛が解除となり、コロナ禍以前の状況に戻

ることが望ましい。（札幌）

＜建設業＞ 新型コロナウイルス感染症の影

響で民間の設備投資が低調である。新型コロ

ナウイルス感染症が落着き、終息宣言が出れ

ば、徐々に民間の設備投資が復活していくと

思われる。その間、耐えるしかない。（道央

［とび・土工］）

＜建設業＞ 管内の公共工事（高規格道路）

が一段落する一方で、次の計画が未定のた

め、先行きの公共工事の工事量の激減が予想

される。また道内の経済が冷え込み、新たな

設備投資や修繕などの見送り・規模縮小も考

えられ、建設業界としても厳しい局面になる

と考えている。（道南［総合建設業］）

＜建設業＞ コロナ禍により設備投資と住宅

投資が減少すると思われる。売上高減少によ

る経費率のアップをいかに抑えるかが経営の

重要なカギとなる。（札幌［店舗・住宅建築、

リフォーム］）

＜建設業＞ コロナ収束後の公共工事の予算

が心配である。予算の増減に左右されない営

業方針を確立（得意分野に特化）して、難局

を乗り切りたい。（道南［海洋土木］）

経営のポイント
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３．卸売業

４．小売業

＜建設業＞ 景気の悪化に伴う設備投資の減

少により、受注競争が激化することを懸念し

ている。（札幌［一般土木建築］）

＜電気工事業＞ 官公庁と民間のバランスを

みて売上・利益計画を決めていくが、民間投

資の動向がコロナの影響も含めて不透明な点

が懸念される。（札幌［電気設備］）

＜建材卸売業＞ ワクチンの普及でコロナ禍

の収束が見えたら、経済は急速に回復すると

思う。売上を伸ばすための人材確保が悩まし

いところである。（札幌［サッシ・ガラス・住

設機器］

＜工業用品卸売業＞ 新型コロナウイルスの

影響が徐々に出てきており、先行きが見通せ

ない状況。設備投資が冷え込むと売上・利益

に影響が出る可能性がある。利益率を意識し

た受注を心掛け、また経費削減も行わざるを

得ないものと思っている。（札幌［工業用パッ

キン等卸売］）

＜建材卸売業＞ 新型コロナの影響で消費が

悪化すれば、新築・リフォームにも影響が出

る。マインド悪化が消費意欲を下げる。また

公共投資が少なくなれば当社売上に大きく影

響してくる。原油が上がれば原材料がUPし

て仕入値も上昇する。（道北）

＜包装用品卸売業＞ コロナ下において、人

やモノの動きがいつ活発化するのかがポイン

トとなるかと思うが、収束時期が読めず、今

の状況が当面続く可能性も否めない。懸念材

料としては、資金面が厳しくなってくる会社

が増える可能性があり、それに伴い金融機関

の融資姿勢も変化するのではないかと考えて

いる。（札幌［梱包資材卸売］）

＜食料品卸売業＞ 経済回復のために新型コ

ロナウイルスのワクチン普及が待たれる。特

に人の往来において従来の状況に早期回復で

きなければ、体力の脆弱な中小企業は経営の

維持が難しくなってくると思われる。（札幌

［茶卸売］）

＜鋼材卸売業＞ 民間設備投資は案件が少な

く見通しを立てづらい状況にある。やはり新

型コロナウイルスの影響によりどの企業も投

資には様子見の状態と思われ、１年～２年は

その状況が続くと予想している。（道央［建設

資材卸売］）

＜リサイクルショップ＞ コロナ禍が２０２１年

いっぱい続くとみている。今時点より道内経

済が悪化すると想定した上で柔軟に対応でき

る体制を整える。リモートや在宅ワークも含

め、雇用体制・条件の整備が急務である。（道

北）

＜事務用品小売業＞ 道内景気は観光業・飲

食業を中心に悪化傾向にある。人口減少も不

安材料である。コロナの状況が今後の経済の

好転時期を左右すると思われる。（札幌）

経営のポイント
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５．運輸業

６．宿泊業

７．その他非製造業

＜コンビニエンスストア＞ コロナ禍による

外出自粛ムードであらゆる活動が減縮してい

る。コロナ禍を乗り越えるため、ワクチンの

早急な開発が望まれる。医療崩壊を一番恐れ

ている。（道北）

＜運輸業＞ 経営に影響を与える原油価格の

動向を注視している。（道央［貨物運送］）

＜バス会社＞ 新型コロナウイルス感染症の

収束が見通せない状況では、２０２１年の業況見

通しも立たない。（道東［貸切バス］）

＜観光ホテル＞ 新型コロナウイルスの終息

時期や、旅行需要の回復時期は現時点では見

通せない。（道東）

＜都市ホテル＞ 新型コロナウイルスによる

影響が長引き、見通しが立たない中、人々の

生活習慣が変わってきていると思う。このた

め、既存事業について大きな見直しが必要と

考える。（道北）

＜都市ホテル＞ コロナ禍の影響がいつまで

続くのかに尽きる。収束に向かったとして

も、後遺症にしばらくの間悩まされるのでは

との危惧があるため、コスト削減や売上・利

益率を上げるための具体的施策を講ずる。コ

ロナ禍で出張の在り方、働き方も大きく変容

しており、ビジネス客の割合が多い当社とし

ても違った視点で新たな販売戦略が求められ

ていると思料する。（札幌）

＜都市ホテル＞ 新型コロナウイルスの動向

やワクチンの開発・接種状況を注視してい

く。また、国や自治体が推進する各種利用促

進策並びに雇用調整助成金などの施策、札幌

市内の大型イベント（雪祭り、よさこい、五

輪マラソン、大通ビアガーデンなど）の開催

動向のほか、新千歳空港の国内・海外旅客数

推移（特に海外からの渡航制限の状況）にも

注視する必要がある。（札幌）

＜広告業＞ 経済規模が３割以上ダウンする

予測のもと、これに耐えられる体質改善が重

要である。そのためには消費動向、価値観の

変容の把握が重要となると考えている。（札幌）

＜クリーニング業＞ 新型コロナウイルス感

染症拡大の長期化が懸念材料であり、収束ま

での間、政府による支援策や金融機関の支援

姿勢は確保されるのかを注視している。ま

た、収束時期が最大の関心であり、まずは国

内でのワクチンの接種開始がいつになるのか

を注目している。（札幌）

＜廃棄物処理業＞ 当社の主力商品である再

生重油販売価格は原油価格に影響を受けるた

め、コロナや日中貿易摩擦、米新政権の政策

動向等、世界経済がどの方向に動き原油価格

がどうなるかが、懸念材料である。（道央）

＜ソフトウェア開発業＞ 新型コロナウイル

ス感染症拡大による経済へのダメージが心配

である。２０２１年３月頃には、当社としての

ウィズコロナにおけるビジネスモデルが見え

ていて、見通しを立てられる状況にしたい。

（札幌）

経営のポイント
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

はじめに

本稿では、最近の不動産市況につきまして、まず昨年公表されました令和２年都道府県地価調

査の結果に基づき、「全国」そして「北海道」さらに「札幌市」と新型コロナウイルス感染症の

拡大が続く中で土地価格がどのような傾向を示していたのかをみていきます。

次に、弊所（一般財団法人日本不動産研究所）が毎年４月と１０月の年２回、アセット・マネー

ジャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、保険会社（生損保）、商業銀行・レンダー、投

資銀行、年金基金、不動産賃貸など不動産投資のプロ中のプロである１９１社（前回調査１９３社）の

投資家に対してアンケートを実施し、「不動産投資家調査」として公表しました第４３回「不動産

投資家調査」の結果から現在の不動産投資市場の状況をみていきます。

Ⅰ．令和２年都道府県地価調査の結果

令和２年都道府県地価調査は、令和２年７月１日時点で全国２１，５１９地点を全国の不動産鑑定士

が不動産の鑑定評価によって「更地として」の土地価格を求め、各都道府県単位で取り纏めたう

えで、国土交通省が公表したものです。令和２年の都道府県地価調査は、新型コロナウイルス感

染症が拡大する中で実施された調査であったことから社会からの関心も高い反面、新型コロナウ

イルス感染症が拡大する中での不動産を取り巻く市場特性がいままでに経験したことのない特異

な状況であったため、担当する全国の不動産鑑定士も大変苦労した結果となっています。

１．全国

「全国」の傾向ですが、一言でいえば、「せっかくここまで回復傾向にあった日本の地価は、

新型コロナウイルス感染症が拡大する影響で『停滞』を余儀なくされた」と表現できます。平成

２９年から上昇傾向を続けていた住宅・商業・工業・林地の全用途平均の平均変動率は、３年ぶり

に▲０．６％と下落に転じてしまいました。この年間変動率を前期と後期、すなわち「R１．７．１～R

２．１．１」までの前半と、「R２．１．１～R２．７．１」までの後半で分けてみると、前半はインバウンド需

要に裏付けられた経済状況に支えられ、地価は回復傾向が続いていました。一方、後半に入ると

新型コロナウイルス感染症の拡大による先行き不透明感の蔓延で地価は上昇から横ばい又は下落

へと転換したとみられ、結果として日本の地価は全用途平均で下落という結果となったと考えら

れます。

最近の不動産市況 －全国・北海道・札幌－

寄稿

一般財団法人 日本不動産研究所 北海道支社
支社長 石川 勝利
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寄稿

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

全国：地価回復傾向の停滞
・全用途平均
R１．７．１～R２．１．１：地価は回復傾向（インバウンド需要）→価格上昇
R２．１．１～R２．７．１：新型コロナ感染症の拡大による先行き不透明感の蔓延

→上昇幅の縮小・下落
トータルで下落・横ばいの地点が拡大し、結果としては下落

資料：国土交通省令和２年都道府県地価調査の概要

令和２年都道府県地価調査結果（２０２０年７月１日時点）

次に主要用途である「住宅地」「商業地」「工業地」について全国的な傾向を細かく見てみると、

住宅地については、全国平均で変動率は引き続き下落（新型コロナウイルス感染症が拡大する前

から住宅地の全国平均変動率は下落していました）となり、下落幅が拡大する結果となりまし

た。商業地については、平成２７年から上昇していた地価が、５年ぶりに下落へと転じました。東

京・大阪で８年連続上昇したものの、インバウンド需要の蒸発によって上昇幅は急速に「しぼん

でおり」、また新型コロナウイルス感染症の拡大による営業自粛が続いた歓楽街を中心に高い下

落率が示されましたが、これをオフィス街等の商業地の上昇が支え、地価上昇をかろうじて維持

した状況です。同様に主要な地方４市：札幌・仙台・広島・福岡の各都市では、東京・大阪等と

・住宅地（都道府県別平均変動率）
全国の住宅地の平均変動率は引き続き下落となり下落幅は拡大した
東京・大阪→平成２５年以来、７年ぶり下落
名古屋→平成２４年以来、８年ぶり下落
札幌・仙台・広島・福岡→上昇を維持したが、上昇幅は縮小
・商業地（都道府県別平均変動率）
全国の商業地の平均変動率は、平成２７年以来５年ぶりに下落に転じた
東京・大阪→８年連続上昇したものの上昇幅は縮小。インバウンド需要に依存していた観光
地や、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言下にあって営業自粛が続き来店
客が減少した歓楽街を中心に高い下落率を示した
名古屋→８年ぶり下落
札幌・仙台・広島・福岡→上昇を維持したが、上昇幅は縮小
・工業地（都道府県別平均変動率）
全国の工業地の平均変動率は、３年連続の上昇となったが、上昇幅は縮小した
東京・大阪→８年連続上昇したものの、上昇幅は縮小
名古屋→６年ぶり下落
地方圏→平成２９年以来、３年ぶりに下落に転じた

令和２年都道府県地価調査結果（２０２０年７月１日時点）

資料：国土交通省令和２年都道府県地価調査の概要
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・住宅地
平成１０年以降２３年連続下落。札幌市の平均変動率は横ばい、札幌市を除く市で下落幅縮小、
町村で下落幅拡大。結果として住宅地の北海道平均変動率の下落率は横這い。
・商業地
平均変動率で、ここ２年間上昇してきたが、札幌市の上昇率が新型コロナウイルス感染症の
影響による経済活動の停滞を受けて鈍化した。結果として商業地の平均変動率は３年ぶりに
下落に転じた。

区分

全道 全国

基準地数

平均変動率
全道

平均価格

平均変動率

R２ R１ H３０ R２ R１ H３０

住宅地 ７４６ －０．５％ －０．５％ －１．０％ ２０，０００

円

�／ －０．７％ －０．１％ －０．３％

商業地 ２６０ －０．４％ ０．７％ ０．１％ ８８，５００

円

�／ －０．３％ １．７％ １．１％

工業地 １５ １．４％ ０．７％ －０．３％ １２，６００

円

�／ ０．２％ １．０％ ０．５％

宅地（全用途） １，０２１ －０．５％ －０．２％ ０．７％ ３７，３００

円

�／ －０．６％ ０．４％ ０．１％

林地 １８ ０．９％ ３．３％ １．４％ ９６

円

�／
基準地合計 １，０３９

（注）林地は１０アール当たりで価格を算出しているが、１平方メートル当たりの価格に置き換えている。

同様に上昇を維持していますが、上昇幅は急激に「しぼんだ」結果となりました。工業地につい

ては、３年連続の上昇となりましたが、他の用途と同様に上昇幅は縮小しております。

２．北海道

北海道では、道内１，０３９地点（内訳として宅地１，０２１地点・林地１８地点）の全用途平均で▲

０．５％となり、前年の▲０．２％から下落幅が拡大する結果となりました。宅地（住宅地・商業地・

工業地）の価格は、多くの市町村で下落が続いており、北海道内の平均変動率は平成４年度以降

２９年連続で下落し下落幅は１０年ぶりに拡大しています。

北海道内の市町村別に主要用途である住宅地と商業地の平均変動率について見てみますと、住

宅地では、札幌市を除く市で下落幅縮小、町村で下落幅拡大、結果として下落率は前年と同じ▲

０．５％となっています。商業地では、北海道内の平均変動率はここ２年間上昇していましたが、

地価上昇を牽引していた札幌市の商業地の地価上昇率が縮小したことによって、結果として商業

地の北海道平均変動率は３年ぶりに下落に転ずる結果となりました。

令和２年北海道の地価調査結果（２０２０年７月１日時点）
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区分

住宅地 商業地

基準地数

平均変動率

平均価格 基準地数

平均変動率

平均価格

R２ R１ H３０ R２ R１ H３０

札幌市 ９２ ６．１％ ６．１％ ３．９％７９，７００

円

�／ ４４ ６．６％ １１．０％ １０．０％４０２，６００

円

�／

市 ２５５－０．５％ －０．７％ －１．３％１８，６００円�／ ８５－０．３％ ０．３％ －０．７％ ４１，６００

円

�／

町村 ３９９－２．１％ －１．８％ －２．１％ ７，０００

円

�／ １３１－２．９％ －２．７％ －３．０％ １３，４００

円

�／

全道 ７４６－０．５％ －０．５％ －１．０％２０，０００円�／ ２６０－０．４％ ０．７％ ０．１％ ８８，５００

円

�／

（注）市は札幌市を除く。

札幌市の全体概要
・住宅地
価格水準の高い中央区から相対的に割安感のある周辺区等の利便性の高い地域へ需要が分散
しており、平均変動率は横ばいとなった。
・商業地
一部の商業地において新型コロナウイルスの影響による経済活動の停滞が生じたことなどか
ら上昇率が鈍化した。

区分

住宅地 商業地

基準地数

平均変動率

平均価格 基準地数

平均変動率

平均価格

R２ R１ H３０ R２ R１ H３０

札幌市 ９２ ６．１％ ６．１％ ３．９％７９，７００

円

�／ ４４ ６．６％ １１．０％ １０．０％４０２，６００

円

�／

３．札幌市

札幌市の住宅地と商業地の地価動向ですが、住宅地については、令和２年７月までの期間にお

いて新型コロナウイルス感染症を背景として住宅地が投げ売りされたなどの著しく低価格で取引

された事例等は確認されず、また緊急事態宣言下は別としてもその前後で取引が粛々と行われて

いたことから前年と同じ平均変動率となっています。ただし、特徴的なところでは、価格水準の

高い中央区の住宅地から、相対的に割安感・値頃感のみられる周辺区の生活利便性の高い住宅地

へと需要が分散している傾向がみてとれます。商業地については、飲食店・物販店を中心とした

商業地において、経済活動の停滞が続いたことから上昇幅が大きく縮小しています。

札幌市内の住宅地と商業地の価格上位の動向について見てみますと、住宅地では、高価格帯の

中央区の住宅地で上昇率が縮小していますが、白石区では価格に値頃感もみられること等から堅

調な需要が窺え上昇率が拡大しています。一方、商業地についてオフィス街の調査地点で上昇率

が概ね半減しました。また、飲食店を中心としたエリアでは変動率が急激に低下しています。

令和２年北海道の地価調査結果（２０２０年７月１日時点）

資料：令和２年度（２０２０年度）北海道地価調査書
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順位

前回

順位

基準地番号 所在及び地番

R２

価格

R１

価格

R２

変動率

R１

変動率

１ １ 札幌中央‐５ 中央区宮ヶ丘２丁目 ３０７，０００ ２８１，０００ ９．３％ １４．２％

２ ２ 札幌中央‐１ 中央区宮の森３条５丁目 ２１２，０００ ２００，０００ ６．０％ ７．５％

３ ３ 札幌中央‐２ 中央区南１８条西８丁目 １６８，０００ １５５，０００ ８．４％ １０．７％

４ ６ 札幌白石‐６ 白石区南郷通７丁目 １５４，０００ １４０，０００ １０．０％ ７．７％

５ ４ 札幌西‐２ 西区二十四軒４条５丁目 １５２，０００ １４３，０００ ６．３％ ５．９％

順位

前回

順位

基準地番号 所在及び地番

R２

価格

R１

価格

R２

変動率

R１

変動率

１ １ 札幌中央５‐１ 中央区北３条西２丁目 ３，８３０，０００３，５４０，０００ ８．２％ ２０．０％

２ ２ 札幌中央５‐２ 中央区大通西６丁目 ２，１８０，０００１，９７０，０００ １０．７％ １９．４％

３ ３ 札幌北５‐２ 北区北７条西２丁目 １，６７０，０００１，５００，０００ １１．３％ ２０．０％

４ ４ 札幌中央５‐５ 中央区南２条西５丁目 １，５３０，０００１，４６０，０００ ４．８％ ２１．７％

５ ５ 札幌中央５‐３ 中央区大通西１０丁目 ９５３，０００ ８８０，０００ ８．３％ １４．３％

住宅地 価格上位

商業地 価格上位

資料：令和２年度（２０２０年度）北海道地価調査書

Ⅱ．第４３回「不動産投資家調査」の結果

第４３回「不動産投資家調査」は、下記の方法で実施し弊所ホームページで公表しました。

（https : //www.reinet.or.jp）

■調 査 方 法：アンケート調査（原則として、電子メールまたは郵送）

■調 査 対 象：アセット・マネージャー、アレンジャー、開発業（デベロッパー）、保険

会社（生損保）、商業銀行・レンダー、投資銀行、年金基金、不動産賃貸

等の１９１社（前回調査１９３社）

■調 査 時 点：２０２０年１０月１日（前回調査２０２０年４月１日、第１回調査１９９９年４月１日）

■回 答 社 数：１４５社（前回調査１３９社） ※回答率７５．９％

■利用上の留意点：集計結果の代表値として、中央値を採用している。

■用 語 の 定 義

期待利回り：投資価値の判断（計算）に使われる還元利回りを指す。通常、純収益

（NOI）を期待利回りで割ったものが投資価値となる。

取引利回り：市場での還元利回り。純収益（NOI）を市場価値で割ったものを指す。

※期待利回りは「各投資家が期待する採算性に基づく利回り」、取引利回りは「投資家

が実際の市場を観察して想定する利回り」
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１．調査結果

� 投資用不動産の利回り動向

【全国的な傾向】

・今回調査では、新型コロナウイルス感染症の拡大やそれを受けた新常態（ニューノーマル）

の影響が鮮明となった。

・新型コロナウイルス感染症の拡大前までは、利回りの低下傾向が続いていたオフィスや住宅

の期待利回りは、一部の調査地区で前回比０．１㌽低下したが、全体としては、前回比横ばい
の地区が多くを占めた。また、都心型高級専門店の期待利回りも多くの地区で前回比横ばい

であったが、「東京・銀座」では前回比０．１㌽上昇した。郊外型ショッピングセンターの期待
利回りも前回比横ばいの地区が多くを占めた。

・一方、新型コロナによる新常態（ニューノーマル）で施設需要が伸びている物流施設は、

「東京」を含む多くの地区で期待利回りが０．１～０．２㌽低下した。また観光インバウンドが長
く市場を牽引してきたホテル（宿泊特化型）の期待利回りは、「東京」「札幌」「福岡」「那覇」

で前回比０．１㌽上昇した。

【札幌市の特徴】

・札幌市の特徴としては、Ａクラスビル（その地域における立地条件、建築設計、設備材料、

維持管理、入居テナント及びアメニティ等の面で最も高いクラスのオフィスビル）、賃貸住

宅一棟（ワンルームタイプ）、都心型高級専門店、郊外型ショッピングセンターの期待利回

りは前回比横ばいとなり新型コロナウイルス感染症が拡大する社会経済下であっても投資環

境に大きな変化がないことが明らかとなりました。

一方で、宿泊特化型ホテルの期待利回りは前回比０．１㌽上昇し、新型コロナウイルス感染
症前の１年前との比較では０．２㌽上昇しており、宿泊特化型ホテルに対する投資姿勢は慎重
になっていることが窺えます。
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ａ．Ａクラスビル（オフィスビル）の期待利回り

ｂ．賃貸住宅一棟（ワンルームタイプ）の期待利回り
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ｃ．商業店舗の期待利回り

ｄ．宿泊特化型ホテルの期待利回り
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� 今後１年間の不動産投資に関する考え方

【全国的な傾向】

・「新規投資を積極的に行う」との回答が９２％で、前回比６㌽上昇した。
一方、「当面、新規投資を控える」との回答が１１％で、前回比７㌽低下した。

Ⅲ．おわりに

この原稿を書いている最中、新型コロナウイルス感染症のワクチン接種が２月中旬から実施さ

れるとの報道を耳にし、新型コロナウイルス感染症の収束時期が近いのではないかと感じていま

す。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症の収束をみたとしても、コロナ禍前の経済水準に戻

るまでには相応の時間を要することが懸念されます。不動産市場にあっては、特にコロナ禍の影

響を強く受けている宿泊施設や商業施設において、市況の調整局面が一定期間にわたって続く可

能性が考えられます。ただし、施設の種類によって新型コロナウイルス感染症の影響の度合いは

異なります。例えば商業施設にあっては、物販中心の施設の方がサービス中心の施設よりも相対

的に新型コロナウイルス感染症の影響は軽微であり、また物販中心の中でも生活密接型の食品

スーパーやドラッグストア等はより影響の程度が低いことからコロナ禍前の水準までの回復ス

ピードは速いと考えます。

現在の不動産市場は、リーマンショック後のような金融資本市場の機能不全と景気鈍化が増幅

して、不動産市況を悪化させるというスパイラル現象は生じていません。このことから、金融情

勢の悪化を伴う不動産市況の崩壊を過度に警戒する必要は現時点でないと考えられます。

プロ中のプロである投資家は、既にアフターコロナを見据えて新規投資意欲を回復させてお

り、不動産市場はアフターコロナを見据えて既に動き出していると感じています。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年１０～１２月 ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ １０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７
２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．４ ０．４ ８７．７ △３．９ ９６．７ △０．６ １１３．０ ５．７ １０６．４ ２．３

４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．８ △１６．９ ７８．５ △１０．５ ８０．５ △１６．８ １１５．１ １．９ １００．８ △５．３
７～９月 ７７．５ △３．２ ８８．９ ８．７ ７７．４ △１．４ ８７．８ ９．１ １０３．４ △１０．２ ９７．５ △３．３
１０～１２月 p８４．７ ９．３ ９４．６ ６．４ p８４．２ ８．８ ９３．８ ６．８ p８９．５ △１３．４ ９５．３ △２．３

２０１９年 １２月 ９０．９ △２．０ ９７．９ ０．２ ９０．１ △２．２ ９７．０ ０．２ １０６．９ ０．９ １０４．０ ０．４
２０２０年 １月 ８９．７ △１．３ ９９．８ １．９ ８９．２ △１．０ ９７．９ ０．９ １０５．７ △１．１ １０６．２ ２．１

２月 ９０．０ ０．３ ９９．５ △０．３ ８８．３ △１．０ ９８．９ １．０ １０８．８ ２．９ １０４．４ △１．７
３月 ８７．２ △３．１ ９５．８ △３．７ ８５．５ △３．２ ９３．２ △５．８ １１３．０ ３．９ １０６．４ １．９
４月 ８３．１ △４．７ ８６．４ △９．８ ８０．５ △５．８ ８４．３ △９．５ １１３．９ ０．８ １０６．１ △０．３
５月 ７８．４ △５．７ ７８．７ △８．９ ７７．５ △３．７ ７６．８ △８．９ １１３．４ △０．４ １０３．３ △２．６
６月 ７８．７ ０．４ ８０．２ １．９ ７７．４ △０．１ ８０．５ ４．８ １１５．１ １．５ １００．８ △２．４
７月 ７８．１ △０．８ ８７．２ ８．７ ７７．２ △０．３ ８５．８ ６．６ １１４．０ △１．０ ９９．３ △１．５
８月 ７６．９ △１．５ ８８．１ １．０ ７７．３ ０．１ ８７．１ １．５ １０７．９ △５．４ ９８．０ △１．３
９月 ７７．６ ０．９ ９１．５ ３．９ ７７．６ ０．４ ９０．５ ３．９ １０３．４ △４．２ ９７．５ △０．５
１０月 ８３．４ ７．５ ９５．２ ４．０ ８３．７ ７．９ ９４．９ ４．９ ９６．９ △６．３ ９５．７ △１．８
１１月 r ８４．４ １．２ ９４．７ △０．５ r ８３．８ ０．１ ９３．８ △１．２ r ９１．６ △５．５ ９４．３ △１．５
１２月 p８６．４ ２．４ ９３．８ △１．０ p８５．１ １．６ ９２．８ △１．１ p８９．５ △２．３ ９５．３ １．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８
２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５

４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８０△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２７ ２．４
１０～１２月 ２６２，０２２△１．６ ５４，１２０△１．２ ４１，６４３ △２１．６ １４，８２５ △１１．６ ２２０，３７９ ３．５ ３９，２９５ ３．６

２０１９年 １２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８
２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８

２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１８△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７５ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６
１２月 １０３，１６４△４．０ ２１，０３６△３．３ １７，３１６ △２３．９ ６，０３４ △１４．５ ８５，８４８ １．４ １５，００２ ２．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年３月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４
２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７

４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４６６ １．９ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０
１０～１２月 ４１，５１３ ２１．４ １２，６０２ ２１．６ ７０，６２６ ０．７ １８，１６３ ６．３ ３６，９０８ ７．９ ９，０６７ ８．１

２０１９年 １２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２
２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５

２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０３ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４１６ ９．１ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４７ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１７ ７．３ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４８ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２２ ７．３
１２月 １５，９８２ ８．２ ５，１５４ １４．７ ２３，８１９ １．０ ６，４９８ ４．９ １３，８１３ ７．５ ３，４４８ ７．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４
２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１

４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５７０ △６２．４ ０ △１００．０
１０～１２月 １４２，８６１△３．１ ２９，９０７△３．２ ２７４，７９５ △４．４ ２９２，４１１ △０．３ １，７０３ △４９．０ p ０ △１００．０

２０１９年 １２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３
２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８

２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４３０ △６６．９ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５５３ △６３．９ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５８７ △５６．３ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ７０５ △４０．１ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５８３ △４６．４ ０ △１００．０
１２月 ４９，５４２△３．３ １０，２３４△３．８ ３１７，４２２ １．７ ３１５，００７ △２．０ ４１５ △６１．３ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

ｏ．２９６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３２　主要経済指標  2021.02.15 19.59.23  Page 29 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５
２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０

４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０４５ △１２．４ ７２０ ３７．６ １０，６７９ △９．０ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１
１０～１２月 ７，７２２ １．２ ２，０７１ △７．０ ２６２ △２５．４ ９，６７９ △８．１ ２４，１２１ １．２

２０１９年 １２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５
２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３

２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９６ △１２．４ ２５２ １１．９ ３，５６４ △９．５ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３８ △１２．０ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．３ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３
１２月 ２，３２２ △４．４ ６５６ △９．０ ７７ ３０．２ ３，２９４ △１３．２ ９，３９２ １１．８

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０
２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０

４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１
１０～１２月 ３６，６９２ １７．７ １３，３４９ ２０．７ １０，８７９ ６．３ １２，４６４ ２６．２ ９９２，０３１ １５．４

２０１９年 １２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１
２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１

２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７
１２月 １０，４９２ ７．３ ４，１１０ ５．９ ３，０４７ △２．７ ３，３３５ ２０．７ ３１５，２００ １０．９

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

ｏ．２９６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３２　主要経済指標  2021.02.17 17.09.40  Page 30 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２
２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４

４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０
１０～１２月 ８６，６５２ △１１．６ ２９，５８５ △３．４ ０．９８ １．００ ２７，５８９ △１０．８ ６５８，１０５ △２１．１ ３．３ ２．９

２０１９年 １２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１
２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３

２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ ↑ ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ ３．３ ２．８
１２月 １８，９９５ ３７．５ ７，３４５ △８．６ ０．９９ １．０３ ２５，４３９ △５．７ ６２９，９３６ △１９．１ ↓ ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４３ △１５．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７
２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７

４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５
１０～１２月 １０２．３ △１．３ １０１．２ △０．９ ３２ △２５．６ １，７５１ △２０．８ １０４．４９ ２７，４４４

２０１９年 １２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７
２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５

２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 １０２．２ △１．１ １０１．３ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 １０２．２ △１．４ １０１．２ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４
１２月 １０２．４ △１．２ １０１．１ △１．０ ７ △５８．８ ５５８ △２０．７ １０３．８２ ２７，４４４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年３月号

ｏ．２９６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２８～０３２　主要経済指標  2021.02.15 19.59.23  Page 31 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２２２ △３．５ ９８２，７０８ △１３．３ ６７５，４８８ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２１２ １０．８ １，２５３，６６５ ２７．６ ７６８，１０５ １３．７
２０１８年度 ３８４，２５０ ０．８ ８０７，０９９ １．９ １，４３２，８９０ １４．３ ８２３，１９０ ７．２
２０１９年度 ２９８，９４５ △２２．２ ７５８，８０２ △６．０ １，２１６，８６３ △１５．１ ７７１，７１４ △６．３

２０１９年１０～１２月 ７９，４７２ △２２．７ １９５，３１３ △７．８ ３１６，５７８ △２７．１ １９７，６７６ △１１．９
２０２０年１～３月 ６７，８０５ △１６．３ １８１，１０５ △５．５ ２９７，２８５ △１０．９ １８３，１１９ △７．２

４～６月 ４８，８４８ △３０．２ １４２，５４０ △２５．３ １９６，５７３ △４０．５ １６２，９９４ △１６．０
７～９月 ４８，１０１ △４１．１ １６６，５６４ △１３．０ １５４，４１０ △４３．３ １５７，２１２ △２０．１
１０～１２月 ６４，８９９ △１８．３ １９３，８５７ △０．７ p２２９，１０３ △２７．６ p１７４，０４４ △１２．０

２０１９年 １２月 ２６，９０４ △１１．６ ６５，７６１ △６．３ １１５，８４７ △３６．１ ６７，３５２ △４．８
２０２０年 １月 １８，９０９ △２５．７ ５４，３１２ △２．６ １１６，８６８ △４．５ ６７，４６３ △３．５

２月 ２４，９５０ △８．７ ６３，２１３ △１．０ ９４，５０６ △１７．５ ５２，１４７ △１３．９
３月 ２３，９４６ △１５．１ ６３，５８１ △１１．７ ８５，９１１ △１１．１ ６３，５０９ △５．０
４月 １７，７２４ △３５．０ ５２，０６０ △２１．９ ８４，３６１ △３７．３ ６１，３７２ △７．１
５月 １３，９６６ △２３．８ ４１，８５６ △２８．３ ５６，５１１ △５１．３ ５０，２７０ △２６．１
６月 １７，１５８ △２９．８ ４８，６２４ △２６．２ ５５，７０１ △３０．３ ５１，３５３ △１４．４
７月 １５，９８３ △５８．４ ５３，６９２ △１９．２ ４９，５５５ △５０．４ ５３，６２１ △２２．３
８月 １６，０１３ △２８．９ ５２，３３１ △１４．８ ４８，７４４ △４９．３ ４９，８８７ △２０．７
９月 １６，１０５ △２２．１ ６０，５４１ △４．９ ５６，１１１ △２６．５ ５３，７０４ △１７．４
１０月 ２１，８４５ △１８．５ ６５，６５８ △０．２ ６９，０４６ △２５．４ ５６，９６７ △１３．２
１１月 ２１，１１６ △１８．０ ６１，１３７ △４．２ r ７７，１００ △２８．７ r ５７，５１１ △１１．１
１２月 ２１，９３８ △１８．５ ６７，０６２ ２．０ p ８２，９５８ △２８．４ p ５９，５６６ △１１．６

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９５８ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８５，４７２ ３．０
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８６ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９８，３０１ ２．４
２０１８年度 １６５，１４５ ２．４ ７，８８９，９７９ １．８ １０４，２３６ ２．０ ５，０３８，０４６ ２．９
２０１９年度 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１

２０１９年１０～１２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６５ １．８
２０２０年１～３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１

４～６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７～９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０～１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

２０１９年 １２月 １６７，３３０ ２．７ ７，９５７，７３６ ２．６ １０６，１５７ ２．５ ５，０９０，７６５ １．８
２０２０年 １月 １６５，２６９ ２．６ ７，９７５，００６ ３．０ １０５，９８３ ２．７ ５，０８３，２９４ ２．２

２月 １６５，９３１ ２．７ ７，９９１，９９１ ３．４ １０５，８８７ ２．２ ５，０８５，９１９ ２．２
３月 １６９，０４３ ２．４ ８，１３０，６２０ ３．０ １０５，４０２ １．１ ５，１４２，６８９ ２．１
４月 １７１，７１２ ３．７ ８，２９１，９９８ ４．７ １０５，０８２ １．６ ５，２３１，７０２ ３．９
５月 １７８，２２１ ８．０ ８，５４７，７９５ ８．０ １０７，３０７ ３．２ ５，３１１，０５７ ６．０
６月 １７７，８７６ ７．５ ８，５８７，９５７ ９．０ １０９，３０５ ４．８ ５，３３４，８２１ ６．１
７月 １７８，３８４ ８．９ ８，５８３，７９０ ９．０ １１０，５５６ ５．７ ５，３３３，６４９ ６．２
８月 １８０，０７５ ８．７ ８，６２８，２６１ ９．７ １１０，９４９ ５．１ ５，３２８，７７４ ６．１
９月 １７９，３０４ １０．３ ８，６４０，５２４ ９．３ １１０，５０６ ５．５ ５，３２４，６３６ ５．５
１０月 １８１，４３７ １０．６ ８，６４０，３６３ ８．９ １１１，１８０ ５．６ ５，３２１，９１５ ５．６
１１月 １８０，２８２ ９．０ ８，７３８，１２０ ９．４ １１１，３９５ ５．４ ５，３５３，８３６ ５．８
１２月 １８３，３５７ ９．６ ８，７２６，７７３ ９．７ １１３，８７４ ７．３ ５，３６３，８３７ ５．４

資料 日本銀行
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